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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 38,031 38,118 40,189 75,971 78,804 

経常利益（百万円） 1,601 1,737 2,047 2,608 3,850 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
467 660 833 601 773 

純資産額（百万円） 38,850 39,510 40,524 38,912 40,091 

総資産額（百万円） 78,942 77,979 82,361 76,414 78,925 

１株当たり純資産額（円） 520.51 529.08 540.52 520.32 535.92 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
6.26 8.85 11.16 6.86 9.19 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
6.25 8.85 11.16 6.85 9.18 

自己資本比率（％） 49.21 50.67 48.97 50.92 50.80 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△1,002 2,030 △882 429 5,858 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,396 △70 △620 △1,740 △1,541 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
789 △255 1,459 △1,193 △1,883 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
9,213 11,063 11,992 9,306 12,012 

従業員数（名） 7,182 6,899 6,480 6,758 6,837 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

３．第82期の１株当たり配当額７円は、創立80周年記念配当１円を含んでおります。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 28,942 29,547 30,013 57,470 59,077 

経常利益（百万円） 1,337 1,813 2,228 1,785 2,549 

中間（当期）純利益又は 

当期純損失（△）（百万円） 
605 477 1,365 552 △3,051 

資本金（百万円） 11,829 11,829 11,829 11,829 11,829 

発行済株式総数（株） 75,067,736 75,067,736 75,067,736 75,067,736 75,067,736 

純資産額（百万円） 35,912 36,345 34,255 35,813 33,178 

総資産額（百万円） 58,665 56,660 57,053 57,217 53,541 

１株当たり純資産額（円） 481.15 486.70 458.85 479.59 444.49 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は当期純損失金額

（△）（円） 

8.11 6.39 18.29 7.00 △40.87 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
8.11 6.39 18.28 7.00 － 

１株当たり配当額（円） 3.00 3.00 3.00 7.00 6.00 

自己資本比率（％） 61.22 64.15 60.02 62.59 61.97 

従業員数（名） 673 678 682 680 666 



２【事業の内容】 

 当社グループは、当社、子会社40社、関連会社４社で構成され、電子部品、電子化学材料・はんだ付装置、情報機

器の製造販売を主な事業とし、更に各事業に関連する物流及び研究開発等の事業活動を展開しております。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更はありません。 

 事業の系統図は次のとおりです。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 当中間連結会計期間における特記事項はありません。 

 また、子会社には労働組合はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

電子部品関連事業 5,411   

電子化学材料・はんだ付装置関連事業 793   

情報機器関連事業 162   

その他事業 27   

全社（共通） 87   

合計 6,480   

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 682 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益の改善も進み、設備投資は増加し、個人消費も堅調に推移

するなど、引き続き着実な回復が進みました。一方、世界経済は、一部に景気の減速は見られるものの、全体とし

ては引き続き高い成長を維持しております。 

 ただ、堅調に推移していた米国経済も活況が続いた住宅投資が沈静化するなど、減速傾向となり、また、原油価

格の高騰や原材料価格の上昇といった厳しい市場環境も引き続きあり、当社を取り巻く環境は予断を許さない厳し

い状況下に置かれております。 

 このような情勢の中、当社グループといたしましても経営スローガン「オンリーワン・カンパニーの実現」へ向

け、従来の連続的な改善・改革から発想を切り替え、“非連続”という言葉をキーワードに従来と違った発想の

下、競争力強化のための業務革新や新製品の投入、また、プロダクトミックスの改善や営業力強化などに取り組

み、業績アップに努めて参りました。その結果、電子部品関連事業や情報機器関連事業の大幅な収益改善もあり、

当中間連結会計期間の売上・利益につきましては前中間連結会計期間と比較し、増収・増益となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間における連結業績につきまして、売上高は、401億8千9百万円（前年同期比5.4%

増）となりました。また、利益面につきましては、経常利益は20億4千7百万円（同17.8%増）となりました。中間

純利益につきましては、当社製品に重要な品質問題が発生したことに伴い、今後同製品の回収・交換等に見込まれ

る補償費用に備えるため、その発生予測に基づき算定した額を特別損失に製品補償引当金繰入額として5億5千万円

計上したこと等により、8億3千3百万円（同26.1%増）となりました。 

 主要な事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 電子部品関連事業 

 電子部品関連事業は、事業の採算性を重視した事業改革を推進している中、設備投資の増加を背景にＮＣ・工

作機械を中心とした産業機器向け製品をはじめ、液晶などの薄型テレビを中心としたデジタルＡＶ機器向けの製

品や家庭向けの電動工具用チャージャなどが堅調に売上を伸ばしました。事業全体といたしましても競争の激化

する市場での製品の低価格化や本事業における主力製品であるトランス（変成器）の材料費の大半を占める銅・

鉄などの原材料価格の上昇や原油価格の高騰といった厳しい市場環境の中、営業力強化のもと、プロダクトミッ

クスの改善やＥＲＰシステムを活用した原価管理の強化などを強力に推進し、収益の向上をはじめとした事業改

革に努めた結果、売上・利益とも大幅に増加いたしました。 

 この結果、売上高は222億8千5百万円（前年同期比11.4%増）、営業利益は4億8千2百万円（同140.2%増）とな

りました。 

 なお、当事業におきましては、当中間連結会計期間に重要な品質問題が発生し、会社経営に多大な損害を与え

たため、現在、今後、このような問題が発生しないよう品質管理体制におきましても更なる強化を行い、品質向

上に努めてまいります。 

② 電子化学材料・はんだ付装置関連事業 

 電子化学材料・はんだ付装置関連事業は、引き続き鉛フリーをはじめとする各種の環境対応を中心とした製品

群に高い市場ニーズはあるもののはんだ付け装置関連においては、国内市場に一巡感もあり、アジアを中心とし

た海外展開は順調に進むものの、やや減速傾向にあります。また、電子化学材料関連事業につきましても、はん

だ材料の鉛フリー化は堅調に進むものの一部の市場での生産調整やプリント基板業界など原材料価格の高騰に伴

う厳しいコスト環境もあり、電子化学材料・はんだ付装置関連事業といたしましては、売上・利益とも、減収・

減益となりました。 

 この結果、売上高は150億7千1百万円（前年同期比2.4%減）、営業利益では20億8千5百万円（同3.2%減）とな

りました。 

③ 情報機器関連事業 

 情報機器関連事業は、一昨年度、開発に注力した通信設備向け監視装置をはじめとするネットワーク関連機器

も着実に売上に結びつき、セキュリティ関連の情報機器も堅調に推移しました。一方、放送関連設備が地方局の

デジタル化の動きが思いのほど進展せず、予想を下回る結果となりました。事業全体といたしましては、昨年度

からの社員意識改革、利益重視の事業改革と効率重視の業務改革を継続的に実行したことにより、プロダクトミ

ックスの改善と一般販売管理費用の低減もさらに進み、収益性の向上も図れ、売上・利益とも増収・増益となり

ました。 

 この結果、売上高は28億2千2百万円（前年同期比5.7%増）、営業利益は4億6百万円（同70.5%増）となりまし

た。 



 また、所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 はんだ付け装置を中心とした鉛フリーをはじめとする環境対応への取り組みも一巡感があり、また、放送関連

設備も地方局のデジタル化の動きが予想を下回るといった状況もあり、当社を取り巻く市場環境としてはやや減

速傾向となりました。半導体向け電子化学材料、情報機器関連事業については、引き続き堅調な市場環境もあっ

たものの、売上・利益とも減収・減益となりました。 

 この結果、売上高は228億8百万円（前年同期比2.9%減）、営業利益は18億1千9百万円（同3.8%減）となりまし

た。 

② アジア 

 中国を中心としたアジア経済は引き続き堅調に推移し、消費や投資の拡大、輸出の増加から生産が増加するな

ど市場環境は好調に推移しております。そのような中、価格競争などの厳しい市場環境はあるものの電子部品、

電子化学材料・はんだ付装置を中心に営業・開発・生産体制の強化をはじめとした各種の競争力強化による効果

もあり、売上・利益とも増収・増益となりました。 

 この結果、売上高は216億8千9百万円（前年同期比9.0%増）、営業利益は11億9千5百万円（同78.1%増）となり

ました。 

③ ヨーロッパ 

 ユーロ圏は緩やかな景気回復が続き、今年に入り景気拡大のペースは加速しております。企業の設備投資も拡

大し、雇用環境の改善も進み、個人消費も徐々に回復傾向に進んでいます。そうした中、電子部品を中心とした

集中と選択による販売品目の見直しをはじめとするリストラクチャリングを押し進め、営業・開発・生産などの

体制強化も推進し、売上は大幅な増収となりました。しかしながら、営業損益につきましては、売上の拡大に伴

う販売管理費などの増加などもあり、僅かながらも赤字となりました。 

 この結果、売上高は26億6百万円（前年同期比23.1%増）、営業損失は2百万円（前年同期は6百万円の営業利

益）となりました。 

④ 南北アメリカ 

 米国経済は住宅投資が沈静化するなど、景気はやや減速傾向となってきておりますが、企業部門は好調に推移

し、設備投資や個人消費は堅調に推移しています。そうした中、電子部品を中心にプロダクトミックスの改善や

電源事業の強化を目的としたＭ＆Ａなどに取り組むなどの経営改善を行い、売上・利益とも増収・増益となりま

した。 

 この結果、売上高は13億3千万円（前年同期比27.0%増）、営業利益は8百万円（同102.5%増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）につきましては、主として当社において長

期借入金を30億円資金調達し、同資金を原資に一部を海外子会社の高金利借入金の返済に充当したことにより、前

年同期に比べ9億2千9百万円増加し、119億9千2百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、8億8千2百万円（前年同期は20億3千万円の獲得）となりました。これは主に中

国拠点（当社支店及び現地子会社）において売掛金が増加したことが影響いたしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、6億2千万円で、前年同期に比べ5億4千9百万円支出が増加いたしました。これ

は前年同期にあった投資有価証券の売却による収入が当中間連結会計期間では、ほぼなくなったこと等によりま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、14億5千9百万円（前年同期は2億5千5百万円の使用）となりました。これは主

に当社において長期借入金を30億円資金調達し、同資金を原資に一部を海外子会社の高金利借入金の返済に充当し

たことによります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は、販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

電子部品関連事業 21,741 10.8 

電子化学材料・はんだ付装置関連事業 12,866 △4.6 

情報機器関連事業 3,088 23.0 

合計 37,696 5.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品関連事業 23,746 8.4 12,500 7.1 

電子化学材料・はんだ付装置関

連事業 
15,707 2.6 1,806 17.0 

情報機器関連事業 2,752 △2.2 2,998 △16.1 

その他事業 14 △4.4 － － 

合計 42,221 5.4 17,305 3.1 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品関連事業 22,285 11.5 

電子化学材料・はんだ付装置関連事業 15,067 △2.4 

情報機器関連事業 2,822 5.7 

その他事業 14 △4.4 

合計 40,189 5.4 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが対処すべき当面の課題は以下のとおりであります。 

(1）収益率の低い事業セグメントの収益力向上 

 電子部品事業セグメントは、主力のトランス（変成器）の原材料のほとんどを銅・鉄・原油精製品（プラスチッ

ク類）といった素材が占め、素材価格の世界的な需給バランスの変動あるいは投機的な相場変動による価格高騰が

継続化し高値で安定する状況の中で売上原価の上昇を招いておりましたが、銅の先物予約で原価高騰をヘッジし、

また、販売単価の値下げ要求が強いものの顧客への価格転嫁も徐々に進み、営業損益は改善しつつあります。 

 今後は「選択と集中」をより推進し、経営資源の有効活用、最適地生産思考の徹底により、さらに海外生産拠点

の生産効率向上と固定費の圧縮を図るとともに、今後成長が見込める圧電関連製品・車載用部品及び産業機器分野

等の戦略事業へ経営資源を集中し、さらなる収益力向上を図ってまいります。 

 また、当社製品において重要な品質問題が発生したことを踏まえ、顧客の信頼を得られるよう品質向上のための

諸施策を講じてまいります。 

(2）ＥＲＰシステムの本格運用 

 仕入、生産管理、物流、販売のすべての流れを見直し、生産効率を大幅に向上させるため、ＥＲＰ（統合業務パ

ッケージ）システムを2004年１月に日本国内、同８月から2005年２月にかけて中国地区に導入し、最終段階として

同５月から７月にアセアン地区において稼動開始いたしました。これにより生産拠点を中心に全世界的にＳＣＭ

（サプライ・チェーン・マネジメント）システムを構築し、リードタイム短縮・コスト削減を徹底し、経営力を強

化いたします。 

(3）真のオンリーワン商品の開発 

 今後、「独自性のあるオンリーワン商品の拡大」に注力し、不採算アイテムの見極めと開発投資の早期事業化を

通して真のオンリーワン商品の開発を進め、新規事業比率を伸ばし、「さすがタムラ」といわれる商品・サービ

ス・品質を提供してまいります。 

 また、新規事業については、当社のコア技術を意識しながら新たな市場、新たな製品に展開してまいります。 

(4）キャッシュ・フロー経営の指向 

 キャッシュ・フロー指標を経営の重要課題として捉え、生産工程を見直すことにより棚卸資産の回転率を高め、

営業キャッシュ・フローの改善を図ってまいります。 



４【経営上の重要な契約等】 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間における研究開発活動は、当社グループの基本戦略である「非連続発想で既存事業の競争力の

強化、新規事業の創出をはかり、真のグローバル企業への脱皮」の実現を目指し、従来からの連続的な発想を切り替

えるべく、“非連続”という視点を念頭におき、事業活動と同様に「選択と集中」を推進し、「総合力を生かした独

自性のあるオンリーワン商品の開発」をはじめ、“タイミング”や“コスト”、“品質”なども意識した上でタムラ

ならではの“発想力”と“実現力”のもと、“タムラのオンリーワン技術”を幅広い市場へ提案することを目指した

研究開発活動を推進しております。 

 各事業セグメント別の研究開発活動は、次のとおりであります。 

① 電子部品関連事業 

 ＡＶ市場などの進化するデジタル化及び環境対応や小型・薄型・高性能化など市場ニーズが多様化する中、“選

択と集中”による開発のスピードアップ・効率化を図り、タムラの総合力を生かした“発想力”と“実現力”のも

と、当社の電子部品事業部門とタムラ精工㈱を中心に当社コアテクノロジーセンターと連携し、タムラのコアコン

ピタンスを生かすべく、材料の研究からユニット製品の商品化まで幅広い分野において、コア技術開発・製品開発

を邁進しております。 

  主な研究開発内容と開発成果は次のとおりであります。 

・車載向けの各種電子部品（コイル、リアクタなど）のコア技術開発、製品開発を推進した。 

・パーソナルオーディオやＰＣ周辺機器などの小型携帯機器向けにＵＳＢ出力タイプの小容量ＡＣアダプタを

商品化した。 

・圧電トランスによるインバータ回路の性能向上並びに制御方式の技術開発を推進した。 

・産業機械向けに単電源タイプの電流センサを商品化し、かつ、電流センサのローコスト化へ向けたコア材料

の研究開発を推進した。 

・トランス、コイル、リアクタ向けにフェライトをはじめとした各種磁性材料における高特性材料の研究を推

進した。 

 研究開発費用は、6千9百万円であります。 

② 電子化学材料・はんだ付装置関連事業 

 世界のエレクトロニクス産業に向けて、タムラ化研㈱と㈱タムラエフエーシステムを中心に当社コアテクノロジ

ーセンターとの連携のもと、引き続き市場ニーズの高い鉛フリーをはじめとする各種の環境対応製品をはじめ、デ

ジタル化が進み、さらなる小型・高密度化が要求される電子機器に対応するべく、各種の電子化学材料や次世代へ

向けた実装技術をいち早く市場へ提供するため、材料の研究からはんだ付装置の商品化まで幅広い分野において、

コア技術開発・製品開発を邁進しております。 

  主な研究開発内容と開発成果は次のとおりです。 

・ぬれ性、耐熱性の向上やボイド低減など、現状における鉛フリー材料の更なる高信頼性へ向けた高性能タイ

プ鉛フリーソルダーペーストを各種商品化した。 

・半導体パッケージなどのファイン実装向けに微細はんだ粉末の技術開発を推進した。 

・発光ダイオード（ＬＥＤ）などの発光部品搭載基板向けの液状ソルダーレジストを商品化した。 

・車載市場などの高信頼性市場へ向けた液状ソルダーレジストの製品開発を推進した。 

・鉛フリーはんだにおけるはんだ槽の浸食防止のための高耐久性はんだ槽の技術開発を推進した。 

・省資源（低消費電力、酸化物発生量低減）でスリムタイプのフリップ式はんだ槽を商品化した。 

・ロングリード対応鉛フリーウェーブはんだ付装置を商品化した。 

・高効率加熱タイプの小型鉛フリーＮ2リフローはんだ付装置を商品化した。 

・半導体製造装置向けのはんだコーティング技術、バンピングプロセス技術などの各種の技術開発を推進し

た。 

 研究開発費用は、2億6千3百万円であります。 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

 合弁会社設立関係  
 

契約締結先 内容 出資者及び出資額 合弁会社名 設立年月 

古河電気工業㈱ 

リフローはんだ付

け装置関連の製

造・販売・メンテ

ナンスサービス他 

㈱タムラエフエー 

システム 
7千万円 

㈱タムラ古河マシナリー 

（資本金1億円） 
平成18年10月

古河電気工業㈱ 3千万円 



③ 情報機器関連事業 

 地上デジタル放送の全国展開、多様化する情報サービス及びデジタル化に伴う機器の小型化・ワイヤレス化とい

っためまぐるしく変化する市場環境に対応すべく、タムラの持つサウンド・ネットワーク・ワイヤレス技術の融合

と技術革新を図り、市場のニーズに適合したタムラならではの独自性のある製品開発を目指し、当社ブロードコム

事業部を中心に当社コアテクノロジーセンターとの連携も図り、各種のプロ用放送音声機器、情報通信機器並びに

ワイヤレス応用製品に関連するコア技術開発・製品開発を邁進しております。 

  主な研究開発内容と開発成果は次のとおりです。 

・キー局などの大規模放送システム向けに大型デジタル音声卓を商品化した。 

・地方局、ラジオ局などの小規模放送システム向けにロープライスタイプのデジタル音声卓の製品開発を推進

した。 

・デジタルワイヤレスマイクシステムの製品開発を推進した。 

・ＲＦＩＤ向けのアンテナ特性改善へ向けた磁性体などにおける技術開発を推進した。 

 研究開発費用は、4千万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 252,000,000 

計 252,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
 

（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 75,067,736 75,067,736 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 75,067,736 75,067,736 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 株式会社タムラ製作所第２回新株予約権（平成17年６月29日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 32個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 32,000株（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 1円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
取締役及び執行役員の退任日の翌日

から５年間 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額 

      発行価格    1円 

      資本組入額   1円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社の取締役

及び執行役員を退任した日の翌日

から５年間に限り新株予約権を行

使できる。 

② ①にかかわらず、新株予約権者

は以下の(ア)、(イ)に定める場

合、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できる。 

 (ア) 当社が消滅会社となる合

併契約書承認の議案が当社株主総

会で承認された場合、または当社

が完全子会社となる株式交換契約

書承認の議案若しくは株式移転の

議案につき当社株主総会で承認さ

れた場合、当該承認日の翌日から

２週間とする。 

 (イ) 新株予約権者が死亡した

場合、その相続人は新株予約権者

が死亡した日の翌日から３ヶ月間

とする。  

③ この他の条件は、新株予約権発

行の定時株主総会及び取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率



② 株式会社タムラ製作所第３回新株予約権（平成18年６月29日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た

だし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 28個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 28,000株（注）２ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 1円（注）３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成48年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額 

   発行価格   465円（注）４ 

      資本組入額  233円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社の取締役

及び執行役員を退任した日の翌日

から５年間に限り新株予約権を行

使できる。 

② ①にかかわらず、新株予約権者

は以下の(ア)、(イ)に定める場

合、それぞれに定める期間内に限

り新株予約権を行使できる。 

 (ア) 当社が消滅会社となる合

併契約書承認の議案が当社株主総

会で承認された場合、または当社

が完全子会社となる株式交換契約

書承認の議案若しくは株式移転の

議案につき当社株主総会で承認さ

れた場合、当該承認日の翌日から

２週間とする。 

 (イ) 新株予約権者が死亡した

場合、その相続人は新株予約権者

が死亡した日の翌日から３ヶ月間

とする。  

③ この他の条件は、新株予約権発

行の定時株主総会及び取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役

会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 －  － 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
１ 

分割・併合の比率



４．発行価格は、新株予約権行使時の払込金額１円と新株予約権付与時における公正な評価単価464円を合算し

ております。なお、新株予約権付与時における公正な評価単価464円については、当社の取締役及び執行役

員の報酬債権の対当額をもって相殺されます。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注） 証券取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、株式会社みずほコーポレート銀行及び

その関連会社である他５社から平成18年９月25日付で提出された変更報告書（写し）により平成18年９月15日

現在、8,172千株所有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成18年９月30日現在の所有株式数

の確認が出来ない部分については上記表に含めておりません。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日 
― 75,067 ― 11,829 ― 15,331 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,326 7.09 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,340 4.45 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 3,200 4.26 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 2,799 3.73 

タムラ協力企業持株会 埼玉県坂戸市千代田５丁目５番30号 2,400 3.20 

資産管理サービス信託銀行 

 株式会社（年金信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,234 2.98 

資産管理サービス信託銀行  

 株式会社（信託Ａ口） 
東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,993 2.65 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,942 2.59 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,911 2.55 

田村 逸也 東京都国分寺市 1,628 2.17 

計 － 26,776 35.67 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株（議決権14個）含まれて

おります。 

    ２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式301株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   442,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 73,679,000 73,679 － 

単元未満株式 普通株式   946,736 － － 

発行済株式総数 75,067,736 － － 

総株主の議決権 － 73,679 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

（自己保有株式）

㈱タムラ製作所 

東京都練馬区東大泉１丁目19

番43号 
442,000 ― 442,000 0.59 

計 － 442,000 ― 442,000 0.59 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 580 553 482 478 446 443 

最低（円） 537 474 412 404 403 394 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては中央青山監査法人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついてはみすず監査法人及び監査法人ナカチにより中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

現金及び預金     11,236     12,160     12,233   

受取手形及び売掛
金 

※２   25,671     28,458     25,264   

たな卸資産     13,246     12,912     12,338   

繰延税金資産     718     886     794   

その他     1,361     2,373     1,783   

貸倒引当金     △36     △33     △25   

流動資産合計     52,197 66.9   56,758 68.9   52,390 66.4 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産                     

建物及び構築物 ※１ 13,875     14,182     14,104     

減価償却累計額   8,278 5,596   8,702 5,479   8,518 5,585   

機械装置及び運
搬具 

  13,450     13,034     13,227     

減価償却累計額   9,714 3,735   9,759 3,275   9,552 3,674   

工具器具備品   8,050     8,460     8,297     

減価償却累計額   6,424 1,626   6,808 1,652   6,717 1,580   

土地 ※１   6,143     6,261     6,134   

建設仮勘定     145     2     99   

有形固定資産合計     17,247 22.1   16,670 20.2   17,074 21.6 

２．無形固定資産     1,027 1.3   1,141 1.4   1,188 1.5 

３．投資その他の資産                     

投資有価証券     4,724     5,504     6,136   

繰延税金資産     1,615     1,101     961   

その他     1,278     1,232     1,223   

貸倒引当金     △112     △47     △50   

投資その他の資産
合計 

    7,507 9.7   7,790 9.5   8,272 10.5 

固定資産合計     25,781 33.1   25,602 31.1   26,535 33.6 

資産合計     77,979 100.0   82,361 100.0   78,925 100.0 

                      

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

支払手形及び買掛
金 

※２   12,757     13,428     12,875   

一年以内償還予定
の社債 

    －     1,500     1,500   

短期借入金 ※１   6,408     5,612     6,494   

一年以内返済予定
の長期借入金 

※１   5,756     4,064     4,300   

役員賞与引当金     －     54     －   

製品補償引当金     －     550     －   

その他     4,211     5,422     5,248   

流動負債合計     29,134 37.3   30,632 37.2   30,418 38.6 

Ⅱ 固定負債                     

社債     1,500     －     －   

長期借入金 ※１   5,190     8,097     5,333   

退職給付引当金     1,776     2,436     2,180   

その他     715     670     725   

固定負債合計     9,182 11.8   11,204 13.6   8,239 10.4 

負債合計     38,316 49.1   41,837 50.8   38,657 49.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）                      

  少数株主持分     152 0.2   － －   176 0.2 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     11,829 15.2   － －   11,829 15.0 

Ⅱ 資本剰余金     15,351 19.7   － －   15,351 19.4 

Ⅲ 利益剰余金     12,752 16.4   － －   12,230 15.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,079 1.4   － －   1,704 2.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △1,361 △1.8   － －   △866 △1.1 

Ⅵ 自己株式     △141 △0.2   － －   △158 △0.2 

資本合計     39,510 50.7   － －   40,091 50.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    77,979 100.0   － －   78,925 100.0 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

   資本金     － －   11,829 14.4   － － 

   資本剰余金     － －   15,349 18.6   － － 

   利益剰余金     － －   12,563 15.3   － － 

   自己株式     － －   △167 △0.2   － － 

  株主資本合計     － －   39,575 48.1   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  その他有価証券評
価差額金 

    － －   1,440 1.7   － － 

  繰延ヘッジ損益     － －   330 0.4   － － 

  為替換算調整勘定     － －   △1,010 △1.2   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   760 0.9   － － 

Ⅲ 新株予約権      － －   12 0.0   － － 

Ⅳ 少数株主持分     － －   174 0.2   － － 

純資産合計     － －   40,524 49.2   － － 

負債純資産合計     － －   82,361 100.0   － － 

                      



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     38,118 100.0 40,189 100.0   78,804 100.0 

Ⅱ 売上原価     28,528 74.8 30,228 75.2   59,487 75.5

売上総利益     9,589 25.2 9,960 24.8   19,316 24.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   7,791 20.5 7,714 19.2   15,845 20.1

営業利益     1,797 4.7 2,245 5.6   3,471 4.4

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   15   43 42   

受取配当金   36   22 81   

材料屑売却益   －   74 －   

為替差益   177   － 663   

その他   77 306 0.8 81 221 0.5 271 1,059 1.4

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   217   238 445   

為替差損   －   63 －   

製品補償損失   38   52 48   

その他   111 367 0.9 66 420 1.0 186 680 0.9

経常利益     1,737 4.6 2,047 5.1   3,850 4.9

Ⅵ 特別利益           

固定資産売却益 ※２ 75   － 78   

投資有価証券売却
益 

  410   － 414   

退職給付引当金取
崩益 

  329 815 2.1 － － － 329 822 1.0

Ⅶ 特別損失           

役員退職慰労金   66   － 67   

たな卸資産処分損   106   58 692   

固定資産廃売却損 ※３ 18   141 233   

退職給付費用   －   53 －   

製品補償損失   －   － 166   

製品補償引当金繰
入額 

  －   550 －   

関係会社整理損   226   － 243   

過年度超過勤務手
当 

  229   － 229   

減損損失 ※５ 226   － 226   

特別退職金 ※４ 26   － 35   

その他   78 978 2.6 － 804 2.0 192 2,087 2.6

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,574 4.1 1,242 3.1   2,584 3.3

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

法人税、住民税及
び事業税 

  504   439 1,354   

過年度法人税等   －   144 －   

法人税等調整額   380 885 2.3 △175 407 1.0 416 1,770 2.2

少数株主利益     27 0.1 2 0.0   40 0.1

中間（当期）純利
益 

    660 1.7 833 2.1   773 1.0

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     15,346   15,346 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

  自己株式処分差益   4 4 4 4 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    15,351   15,351 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     12,809   12,809 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

中間（当期）純利益   660 660 773 773 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

連結子会社増加に伴
う剰余金減少高 

  323   323   

配当金   298   522   

役員賞与   90   90   

（うち監査役賞与）   (7)   (8)   

その他 ※１ 5 717 416 1,353 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    12,752   12,230 

            



中間連結株主資本等変動計算書 

   当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２．連結子会社であるタムラ・ヨーロッパ・リミテッドにおいて、英国の退職給付債務に係る会計基準（英国会

計基準ＦＲＳ17）を適用したことによるものであります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
11,829 15,351 12,230 △158 39,252 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）１     △223   △223 

役員賞与（注）１     △87   △87 

中間純利益     833   833 

自己株式の取得       △10 △10 

自己株式の処分   △1   1 0 

その他（注）２     △188   △188 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ △1 333 △9 323 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
11,829 15,349 12,563 △167 39,575 

 

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,704 － △866 838 － 176 40,267 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）１             △223 

役員賞与（注）１             △87 

中間純利益             833 

自己株式の取得             △10 

自己株式の処分             0 

その他（注）２             △188 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△264 330 △144 △78 12 △1 △66 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△264 330 △144 △78 12 △1 256 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,440 330 △1,010 760 12 174 40,524 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  1,574 1,242 2,584 

減価償却費   953 934 2,110 

退職給付引当金の増加（減
少）額 

  △253 52 △275 

前払年金費用の増加額   △139 △27 △131 

役員退職慰労引当金の減少額   △248 － △248 

製品補償引当金の増加額   － 550 － 

役員賞与引当金の増加額   － 54 － 

貸倒引当金の増加（減少）額   △38 5 △110 

受取利息及び受取配当金   △52 △65 △124 

支払利息   217 238 445 

為替差益   － △34 △83 

為替差損   8 － － 

投資有価証券売却益   △410 － △414 

固定資産売却益   △75 △4 △78 

固定資産廃売却損   18 141 233 

減損損失   226 － 226 

売上債権の(増加)減少額   1,697 △3,450 3,188 

たな卸資産の(増加)減少額   △853 △620 671 

仕入債務の増加(減少)額   273 737 △831 

役員賞与の支払額   △90 △87 △90 

その他   △146 299 392 

小計   2,660 △33 7,465 

利息及び配当金の受取額   49 106 85 

利息の支払額   △215 △209 △472 

法人税等の支払額   △462 △602 △1,220 

過年度法人税等の支払額   － △144 － 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  2,030 △882 5,858 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の預入による支出   － △193 △515 

定期預金の払戻しによる収入   － 254 482 

有形固定資産の取得による支
出 

  △730 △669 △1,499 

有形固定資産の売却による収
入 

  116 32 162 

無形固定資産の取得による支
出 

  △80 △38 △518 

無形固定資産の売却による収
入 

  － － 140 

投資有価証券の取得による支
出 

  △263 △64 △655 

投資有価証券の売却による収
入 

  868 60 893 

その他   20 0 △30 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △70 △620 △1,541 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の純増加（減少）
額 

  313 △813 196 

長期借入れによる収入   142 3,000 4,146 

長期借入金の返済による支出   △425 △484 △5,698 

自己株式の取得による支出   △8 △10 △25 

自己株式の売却による収入   35 0 35 

配当金の支払額   △298 △223 △522 

少数株主への配当金 
の支払額 

  △7 △8 △7 

その他   △6 0 △6 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △255 1,459 △1,883 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  △8 21 211 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加（減
少）額 

  1,696 △22 2,645 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   9,306 12,012 9,306 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金
同等物の期首残高 

  60 3 60 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

  11,063 11,992 12,012 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 25社 

主要な連結子会社の名称 

タムラ化研㈱ 

田村電子（香港）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）

㈱ 

タムラ・ヨーロッパ・リミ

テッド 

 なお、大豊電研（香港）㈲

及び大豊電研科技（東莞）㈲

については、重要性が増加し

たことにより、当中間連結会

計期間から連結の範囲に含め

ております。 

(1）連結子会社の数 25社 

主要な連結子会社の名称 

タムラ化研㈱ 

田村電子（香港）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）

㈱ 

タムラ・ヨーロッパ・リミ

テッド 

 なお、タムラ電子（メキシ

コ）㈱については、重要性が

増加したことにより、当中間

連結会計期間から連結の範囲

に含めております。 

(1）連結子会社の数  24社 

主要な連結子会社の名称 

    タムラ化研㈱ 

田村電子（香港）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）

㈱ 

    タムラ・ヨーロッパ・リミ 

       テッド 

 なお、大豊電研（香港）㈲

及び大豊電研科技（東莞）㈲

については、重要性が増加し

たことにより、当連結会計年

度から連結の範囲に含めてお

ります。 

 また、タムラスウェーデン

ABについては、法人を解散し

たことにより、当連結会計年

度から連結の範囲より除いて

おります。 

  (2）主要な非連結子会社名 

タムラ化研（マレーシア）

㈱ 

(2）主要な非連結子会社名 

同左 

(2）主要な非連結子会社名 

同左 

  連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれも

小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

  (3）他の会社等の議決権の過半数

を自己の計算において所有し

ているにもかかわらず子会社

としなかった当該他の会社等

の名称 

 該当ありません。 

───── 

  

(3）他の会社等の議決権の過半数

を自己の計算において所有し

ているにもかかわらず子会社

としなかった当該他の会社等

の名称 

 該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数 

   なし 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数 

同左 

(1）持分法を適用した非連結子会

社数 

同左 

  (2）持分法を適用した関連会社数 

   なし 

(2）持分法を適用した関連会社数 

同左 

(2）持分法を適用した関連会社数 

同左 

  (3）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

タムラ化研（マレーシア）

㈱ 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

同左 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社及び関連会社のうち主要

な会社等の名称 

同左 

  持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適

用から除外しております。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

  (4）他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算に

おいて所有しているにもかか

わらず関連会社としなかった

当該他の会社等の名称 

 該当ありません。 

───── 

  

(4）他の会社等の議決権の20％以

上、50％以下を自己の計算に

おいて所有しているにもかか

わらず関連会社としなかった

当該他の会社等の名称 

 該当ありません。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5）持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項 

 該当ありません。 

───── 

  

(5）持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項 

 該当ありません。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち次の各社は中

間決算日が中間連結決算日と異な

っております。 

 連結子会社のうち次の各社は中

間決算日が中間連結決算日と異な

っております。 

 連結子会社のうち次の各社は決

算日が連結決算日と異なっており

ます。  

 中間決算日６月30日 

田村電子（香港）㈲ 

田村電子（深圳）㈲ 

田村電子（恵州）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）㈱ 

タムラ電子（トレンガヌ）㈱ 

タムラ電子（インドネシア）㈱ 

タムラ・ヨーロッパ・リミテッ

ド 

タムラスウェーデンＡＢ 

タムラ・コーポレーション・オ

ブ・アメリカ 

大豊電化工業(股) 

タムラ化研（シンガポール）㈱ 

タムラ化研（ＵＫ）㈱ 

同和タムラ化研㈱ 

上海祥楽田村電化工業㈲ 

大豊電研（香港）㈲ 

大豊電研科技（東莞）㈲ 

中間決算日６月30日 

田村電子（香港）㈲ 

田村電子（深圳）㈲ 

田村電子（恵州）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）㈱ 

タムラ電子（トレンガヌ）㈱ 

タムラ電子（インドネシア）㈱ 

タムラ・ヨーロッパ・リミテッ

ド 

タムラ・コーポレーション・オ

ブ・アメリカ 

 タムラ電子（メキシコ）㈱ 

大豊電化工業(股) 

タムラ化研（シンガポール）㈱ 

タムラ化研（ＵＫ）㈱ 

同和タムラ化研㈱ 

上海祥楽田村電化工業㈲ 

大豊電研（香港）㈲ 

大豊電研科技（東莞）㈲ 

決算日12月31日 

田村電子（香港）㈲ 

田村電子（深圳）㈲ 

田村電子（恵州）㈲ 

タムラ電子（マレーシア）㈱ 

タムラ電子（トレンガヌ）㈱ 

タムラ電子（インドネシア）㈱ 

タムラ・ヨーロッパ・リミテッ

ド 

タムラ・コーポレーション・オ

ブ・アメリカ 

大豊電化工業(股) 

タムラ化研（シンガポール）㈱ 

タムラ化研（ＵＫ）㈱ 

同和タムラ化研㈱ 

上海祥楽田村電化工業㈲ 

大豊電研（香港）㈲ 

 大豊電研科技（東莞）㈲ 

   中間連結財務諸表の作成に当た

っては、上記連結子会社について

は、中間決算日現在の中間財務諸

表を使用しておりますが、中間連

結決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整を

行っております。 

同左  連結財務諸表の作成に当たって

は、上記連結子会社については、

決算日現在の財務諸表を使用して

おりますが、連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ取引 

時価法 

② デリバティブ取引 

同左 

② デリバティブ取引 

同左 

  ③ たな卸資産 

製品及び仕掛品 

電子部品及び情報機器関連事業 

親会社及び一部国内子会社 

総平均法による原価法 

その他の子会社 

主として総平均法による原

価法 

電子化学材料関連事業 

主として売価還元法による原

価法 

はんだ付装置関連事業 

個別法による原価法 

③ たな卸資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

③ たな卸資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  商品及び材料 

電子部品及び情報機器関連事業 

親会社及び一部国内子会社 

総平均法による原価法 

その他の子会社 

主として最終仕入原価法に

よる原価法 

電子化学材料・はんだ付装置関

連事業 

主として最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 

主として最終仕入原価法による

原価法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法を採用して

おります。 

 ただし、国内連結会社にお

いて平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ───── ② 役員賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見

込額の当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

───── 

    (会計方針の変更）  

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益は、それぞれ54百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ───── ③ 製品補償引当金 

  当社の製品において、重要

な品質問題が発生したことに

伴い、今後必要と見込まれる

補償費用の支出に備えるた

め、その発生予測に基づいて

算定した金額を計上しており

ます。 

───── 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（６～12

年）による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

 過去勤務債務は、発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（６～12年）

による按分額を費用処理して

おります。 

(追加情報）  

 当社及び一部の国内連結子

会社が加入するタムラ製作所

厚生年金基金は、厚生年金基

金制度から確定給付企業年金

制度へ移行し、基本年金上乗

せ部分を廃止いたしました。

これについて当社及び一部の

国内連結子会社は、「退職給

付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しており

ます。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益に「退職給付引当金取

崩益」として329百万円計上

しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

(追加情報）  

 連結子会社であるタムラ化

研㈱は、従業員の増加に伴い

退職給付に係る会計処理をよ

り適正に行うため、退職給付

債務の計算方法を簡便法から

原則法に変更しております。 

 この変更に伴い、当期首時

点における簡便法から原則法

への移行にかかる差異は、

「退職給付費用」として53百

万円を特別損失に計上してお

ります。 

 この結果、従来の方法によ

った場合と比較して、退職給

付費用が58百万円多く計上さ

れ、営業利益、経常利益はそ

れぞれ4百万円減少し、税金

等調整前中間純利益は58百万

円減少しております。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（６～12

年）による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。  

 過去勤務債務は、発生時の

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（６～12年）

による按分額を費用処理して

おります。 

(追加情報）  

 当社及び一部の国内連結子

会社が加入するタムラ製作所

厚生年金基金は、厚生年金基

金制度から確定給付企業年金

制度へ移行し、基本年金上乗

せ部分を廃止いたしました。

これについて当社及び一部の

国内連結子会社は、「退職給

付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しており

ます。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益に「退職給付引当金取

崩益」として329百万円計上し

ております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

(追加情報）  

  当社及び一部の連結子会社

は、役員退職慰労金制度を廃

止し、それぞれ平成17年６月

開催の定時株主総会において

役員退職慰労金の打ち切り支

給議案が承認されました。こ

れにより、当中間連結会計期

間において「役員退職慰労引

当金」を全額取崩し、打ち切

り支給額の未払い分について

は長期未払金として固定負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

───── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

⑤ 役員退職慰労引当金 

(追加情報） 

  当社及び一部の連結子会社

は、役員退職慰労金制度を廃

止し、それぞれ平成17年６月

開催の定時株主総会において

役員退職慰労金の打ち切り支

給議案が承認されました。こ

れにより、当連結会計年度に

おいて「役員退職慰労引当

金」を全額取崩し、打ち切り

支給額の未払い分については

長期未払金として固定負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ───── (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定

及び少数株主持分に含めて計上

しております。 

───── 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

 また、振当処理の要件を満

たす為替予約については振当

処理を採用し、特例処理の要

件を満たす金利スワップにつ

いては特例処理を採用してお

ります。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（為替

予約及び金利スワップ取

引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（商品

先物取引、為替予約及び金

利スワップ取引） 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（為替

予約及び金利スワップ取

引） 

  ・ヘッジ対象 

 外貨建債権債務及び借入 

金利息 

・ヘッジ対象 

 原材料仕入に係る予定取

引、外貨建債権債務、外貨

建予定取引及び借入金利息 

・ヘッジ対象 

 外貨建債権債務及び借入

金利息 

  ③ ヘッジ方針 

 為替相場変動リスクの回避

及び利息の固定化 

③ ヘッジ方針 

 原材料の価格変動リスク、

為替相場変動リスクの回避及

び利息の固定化 

③ ヘッジ方針 

 為替相場変動リスクの回避

及び利息の固定化 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計

額とヘッジ対象の変動額の累

計額を比較して判定しており

ます。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (7）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

(7）消費税等の会計処理方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結（連結）キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３か月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

同左 同左 



会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより税金等調整前中間純利

益は226百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

  

───── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利

益は226百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

───── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は40,005百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。  

  

───── 

───── 

  

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「スト

ック・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ12百万円減少しております。  

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりました「製品補償損失」について

は、当中間連結会計期間において営業外費用の総額の10

／100を超えることとなったため、当中間連結会計期間に

おいて区分掲記することにいたしました。なお、前中間

連結会計期間の「その他」に含まれている「製品補償損

失」は23百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「材料屑売却益」について

は、当中間連結会計期間において営業外収益の総額の10

／100を超えることとなったため、当中間連結会計期間に

おいて区分掲記することにいたしました。なお、前中間

連結会計期間の「その他」に含まれている「材料屑売却

益」は24百万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(受取手形の流動化) 

 当中間連結会計期間より一部の受

取手形を流動化しております。これ

により流動資産の「受取手形」は

2,776百万円減少しております。  

―――――― (受取手形の流動化) 

 当連結会計年度より一部の受取手

形を流動化しております。これによ

り流動資産の「受取手形」は3,153百

万円減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物及び

構築物 
  371百万円（帳簿価額）

土地    398百万円（  〃  ）

計    770百万円（帳簿価額）

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

建物及び

構築物 
 340百万円（帳簿価額）

土地   404百万円（  〃  ）

計   744百万円（帳簿価額）

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

  

建物及び

構築物 
     382百万円（帳簿価額）

土地    410百万円（  〃  ）

計 792百万円（帳簿価額）

   担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金  464百万円 

一年以内返済予定
の長期借入金 

 32百万円 

長期借入金    195百万円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 470百万円 

一年以内返済予定
の長期借入金 

32百万円 

長期借入金  119百万円 

   担保付債務は次のとおりであります。 

  

短期借入金 477百万円 

一年以内返済予定
の長期借入金 

32百万円 

長期借入金 175百万円 

※  受取手形割引高   61百万円 ※  受取手形割引高     106百万円 ※  受取手形割引高 78百万円 

※  保証債務 

 連結会社以外の会社の銀行借入金等に

対する保証額は次のとおりであります。 

※  保証債務 

 連結会社以外の会社の銀行借入金等に

対する保証額は次のとおりであります。 

※  保証債務 

 連結会社以外の会社の銀行借入金等に

対する保証額は次のとおりであります。 

㈱韓国タムラ 18百万円 

タムラ化研 

（アメリカ）㈱ 

   137百万円 

(1,200千US＄)

計    155百万円 

㈱韓国タムラ  18百万円 

タムラ化研 

（アメリカ）㈱ 

    107百万円 

(900千US＄)

計  125百万円 

㈱韓国タムラ 18百万円 

タムラ化研 

（アメリカ）㈱ 

 124百万円 

(1,050千US＄) 

計 142百万円 

───── 

  

※２  中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

───── 

 受取手形         14百万円

支払手形    82百万円

割引手形       7百万円

 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期間末におけ

る貸出コミットメントに係る借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当連結会計年度末における貸

出コミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります 

貸出コミット

メントの総額 
      2,500百万円 

借入実行残高    －百万円 

差引額        2,500百万円 

貸出コミット

メントの総額
          2,500百万円 

借入実行残高  －百万円 

差引額           2,500百万円 

貸出コミット

メントの総額 
  2,500百万円 

借入実行残高    －百万円 

差引額           2,500百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額 

従業員給与手当      2,408百万円

退職給付費用    220百万円

研究開発費    357百万円

荷造運賃    869百万円

従業員給与手当      2,399百万円

退職給付費用   174百万円

研究開発費    373百万円

荷造運賃       725百万円

従業員給与手当      4,821百万円

退職給付費用 439百万円

研究開発費 781百万円

荷造運賃  1,871百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

───── ※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。 

機械装置及び運搬具  2百万円

土地  72百万円

計  75百万円

   

   

   

建物及び構築物 

工具器具備品 

   5百万円

 0百万円

土地   72百万円

計  78百万円

※３ 固定資産廃売却損の内容は次のとおり

であります。 

※３ 固定資産廃売却損の内容は次のとおり

であります。 

※３ 固定資産廃売却損の内容は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 9百万円

機械装置及び運搬具   5百万円

工具器具備品 2百万円

計    18百万円

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具   110百万円

工具器具備品 21百万円

土地 2百万円

その他 0百万円

計   141百万円

建物及び構築物 13百万円

機械装置及び運搬具 196百万円

工具器具備品 23百万円

その他 0百万円

計   233百万円

※４ 連結子会社の人員削減に伴う特別退職

金であり、内訳は次のとおりでありま

す。 

───── ※４ 連結子会社の人員削減に伴う特別退職

金であり、内訳は次のとおりでありま

す。 

  
  
タムラ精工㈱   26百万円

計   26百万円

  
  
   

   

  
  
タムラ精工㈱ 31百万円

㈱群馬タムラ製作所     4百万円

計  35百万円

※５ 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。 

 ───── ※５ 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

 場所 用途 種類 

群馬県利根郡 
みなかみ町 

 厚生施設  土地 

山形県酒田市  遊休資産  土地 

 千葉県香取市   遊休資産  土地 

 場所 用途 種類 

群馬県利根郡 
みなかみ町 

 厚生施設  土地 

山形県酒田市  遊休資産  土地 

 千葉県香取市   遊休資産  土地 

 当社グループは、主として継続的に損

益の把握を実施している区分ごとに、ま

た、遊休資産につきましては各資産ごと

に、資産のグルーピングを行っておりま

す。なお上記の厚生施設については、使

用状況等を勘案し、遊休資産に準じてグ

ルーピングを行なっております。 

 地価の下落により、当該資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（226百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

主に不動産鑑定評価額により評価してお

ります。 

   当社グループは、主として継続的に損

益の把握を実施している区分ごとに、ま

た、遊休資産につきましては各資産ごと

に、資産のグルーピングを行っておりま

す。なお上記の厚生施設については、使

用状況等を勘案し、遊休資産に準じてグ

ルーピングを行なっております。  

 地価の下落により、当該資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（226百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

主に不動産鑑定評価額により評価してお

ります。 



（中間連結剰余金計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

   当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少3千株は、新株予約権方式によるストックオプションの行使による減少 

           であります。 

   ２．新株予約権に関する事項 

   ３．配当に関する事項 

    （１）配当金支払額 

    （２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 利益剰余金減少高において計上されて

いる「その他」は、中国の法定積立金で

従業員の非経常的な奨励金（特別貢献賞

与、年末賞与等）及び集団福利（従業員

宿舎の購入等）に使用されるものであり

ます。 

※１ 利益剰余金減少高において計上されて

いる「その他」のうち6百万円は、中国

の法定積立金で従業員の非経常的な奨励

金（特別貢献賞与、年末賞与等）及び集

団福利（従業員宿舎の購入等）に使用さ

れるものであり、410百万円は、連結子

会社であるタムラ・ヨーロッパ・リミテ

ッドにおいて、英国の退職給付債務に係

る会計基準（英国会計基準ＦＲＳ17）を

適用したことによります。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 75,067 － － 75,067 

合計 75,067 － － 75,067 

自己株式     

普通株式 （注）１,２ 423 22 3 442 

合計 423 22 3 442 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 12 

合計 － － － － － 12 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 223 3 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月８日 

取締役会 
普通株式 223 利益剰余金 3 平成18年９月30日 平成18年12月８日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定     11,236百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
   △172百万円

現金及び現金同等物     11,063百万円

現金及び預金勘定     12,160百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
     △167百万円

現金及び現金同等物     11,992百万円

現金及び預金勘定   12,233百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
   △221百万円

現金及び現金同等物   12,012百万円



（リース取引関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

建物及び構
築物 

45 37 8 

機械装置及
び運搬具 

162 79 83 

工具器具備
品 

453 194 258 

無形固定資
産（ソフト
ウェア) 

1,372 238 1,134 

合計 2,034 550 1,484 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

建物及び構
築物 

45 42 3

機械装置及
び運搬具 

180 107 72

工具器具備
品 

400 196 203

無形固定資
産（ソフト
ウェア) 

1,529 567 961

合計 2,155 914 1,241

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

建物及び構
築物 

45 39 5

機械装置及
び運搬具 

155 86 68

工具器具備
品 

400 179 221

無形固定資
産（ソフト
ウェア) 

1,464 399 1,065

合計 2,067 704 1,362

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    423百万円

１年超    1,072百万円

計    1,495百万円

１年以内       442百万円

１年超         815百万円

計         1,258百万円

１年以内 432百万円

１年超 944百万円

計 1,376百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料   222百万円

減価償却費相当額   212百万円

支払利息相当額  13百万円

支払リース料      244百万円

減価償却費相当額      233百万円

支払利息相当額    13百万円

支払リース料 460百万円

減価償却費相当額  440百万円

支払利息相当額 26百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

                同左 

（減損損失について） 

                同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円）

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円）

差額 
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

① 株式 1,558 3,358 1,800 1,772 4,163 2,390 1,767 4,605 2,838 

② 債券 － － － － － － － － － 

社債 － － － － － － － － － 

その他 － － － － － － － － － 

合計 1,558 3,358 1,800 1,772 4,163 2,390 1,767 4,605 2,838 

内容 
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 
中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 

中間連結貸借対照表計

上額（百万円） 

連結貸借対照表計上額

（百万円） 

(1）非連結子会社株式及び関連会社

株式 
1,158 1,263 1,341 

合計 1,158 1,263 1,341 

(2）その他有価証券       

① 非上場株式 69 77 68 

② 貸付信託受益証券 137 61 121 

合計 207 138 189 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）１ 時価の算定方法 

        通貨スワップ取引・・・通貨スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

      ２ 上記通貨スワップ契約における契約額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すも 

     のではありません。 

   ３  連結会社への外貨建債権をヘッジする目的で通貨スワップ取引を利用しております。 

   ４  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  12百万円 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 スワップ取引 164 △3 △3 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 スワップ取引 164 △12 △12 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 スワップ取引 164 △9 △9 

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役 ６名、当社執行役員 ６名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 28,000株 

 付与日 平成18年７月１日 

 権利確定条件  取締役又は執行役員の退任 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  自 平成18年７月１日 至 平成48年６月30日 

 権利行使価格（円） 1 

 付与日における公正な評価単価（円） 464 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  
電子部品
関連事業 
（百万円） 

電子化学
材料・は
んだ付装
置関連事
業 
（百万円）

情報機器
関連事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
19,989 15,444 2,669 15 38,118 － 38,118 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
11 0 0 316 329 (329) － 

計 20,001 15,445 2,669 332 38,447 (329) 38,118 

営業費用 19,800 13,290 2,430 326 35,847 472 36,320 

営業利益 200 2,154 238 5 2,600 (802) 1,797 

  
電子部品
関連事業 
（百万円） 

電子化学
材料・は
んだ付装
置関連事
業 
（百万円）

情報機器
関連事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
22,285 15,067 2,822 14 40,189 － 40,189 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
0 4 － 285 289 (289) － 

計 22,285 15,071 2,822 299 40,479 (289) 40,189 

営業費用 21,803 12,986 2,415 300 37,505 438 37,943 

営業利益又は営業損失(△) 482 2,085 406 △0 2,973 (728) 2,245 

  
電子部品
関連事業 
（百万円） 

電子化学
材料・は
んだ付装
置関連事
業 
（百万円）

情報機器
関連事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
41,389 31,486 5,904 23 78,804 － 78,804 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
15 3 0 629 648 (648) － 

計 41,404 31,490 5,904 653 79,452 (648) 78,804 

営業費用 41,332 26,982 5,446 647 74,409 923 75,332 

営業利益 72 4,507 457 5 5,043 (1,572) 3,471 



 （注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門

に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）②に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業利益については「電子部品関連事業」は11百万円、

「電子化学材料・はんだ付装置関連事業」は26百万円、「その他事業」は1百万円、「消去又は全社」は15

百万円それぞれ減少しております。 

５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、営業利益については「電子部品

関連事業」は3百万円、「消去又は全社」は9百万円それぞれ減少しております。 

(1）電子部品関連事業 ………… 
各種トランス、ACアダプター、スイッチング電源ユニット、圧電セラミ

ック 

(2）電子化学材料・はん

だ付装置関連事業 
………… フラックス、ソルダーペースト、液状レジスト、自動はんだ付装置 

(3）情報機器関連事業 ………… 通信ネットワーク機器、放送機器、ワイヤレスマイク、情報応用機器 

(4）その他事業 ………… 運輸・倉庫・保険業 

前中間連結会計期間 882百万円

当中間連結会計期間 804百万円

前連結会計年度 1,735百万円



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

ヨーロッ
パ 
（百万円）

南北アメ
リカ 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
19,985 15,029 2,060 1,043 38,118 － 38,118 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,504 4,877 57 4 8,444 (8,444) － 

計 23,490 19,907 2,117 1,047 46,563 (8,444) 38,118 

営業費用 21,599 19,235 2,111 1,043 43,990 (7,669) 36,320 

営業利益 1,891 671 6 4 2,572 (775) 1,797 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

ヨーロッ
パ 
（百万円）

南北アメ
リカ 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
19,330 17,009 2,524 1,325 40,189 － 40,189 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
3,478 4,679 82 5 8,245 (8,245) － 

計 22,808 21,689 2,606 1,330 48,434 (8,245) 40,189 

営業費用 20,988 20,493 2,609 1,321 45,412 (7,469) 37,943 

営業利益又は営業損失(△) 1,819 1,195 △2 8 3,021 (776) 2,245 

  
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円）

ヨーロッ
パ 
（百万円）

南北アメ
リカ 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
40,147 31,773 4,560 2,322 78,804 － 78,804 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
7,388 10,278 152 18 17,838 (17,838) － 

計 47,536 42,051 4,713 2,341 96,642 (17,838) 78,804 

営業費用 43,973 40,520 4,786 2,331 91,612 (16,279) 75,332 

営業利益又は営業損失(△) 3,562 1,531 △73 9 5,030 (1,559) 3,471 



 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門

に係る費用であります。 

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）②に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益は54百万円減少しております。 

５．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び「スト

ック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」の営業利益は12百万円

減少しております。 

(1）アジア …………… マレーシア・シンガポール・中国・台湾 

(2）ヨーロッパ …………… イギリス 

(3）南北アメリカ …………… アメリカ・メキシコ 

前中間連結会計期間 882百万円

当中間連結会計期間 804百万円

前連結会計年度 1,735百万円



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

３．各区分に属する主な国又は地域 

  アジア ヨーロッパ 南北アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 17,610 1,949 1,311 1 20,872 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         38,118 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
46.2 5.1 3.4 0.0 54.8 

  アジア ヨーロッパ 南北アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,397 2,468 1,553 0 23,419 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         40,189 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
48.3 6.1 3.9 0.0 58.3 

  アジア ヨーロッパ 南北アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 36,697 4,286 2,891 0 43,876 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         78,804 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
46.6 5.4 3.7 0.0 55.7 

(1）アジア …………… マレーシア・シンガポール・中国・台湾 

(2）ヨーロッパ …………… イギリス・ヨーロッパ大陸諸国 

(3）南北アメリカ …………… アメリカ 

(4）その他の地域 …………… オーストラリア 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  529円08銭 540円52銭       535円92銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
 8円85銭 11円16銭   9円19銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
 8円85銭 11円16銭  9円18銭 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益    660百万円   833百万円  773百万円 

 普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 87百万円 

（うち利益処分による役員賞与金） (－百万円) (－百万円) (87百万円) 

 普通株式に係る中間（当期）純利益    660百万円    833百万円 685百万円 

 期中平均株式数       74,653千株       74,638千株       74,658千株 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額 －百万円 －百万円 －百万円 

 普通株式増加数 19千株 47千株 27千株 

（うち自己株式取得方式のストック

オプションに係る保有自己株式） 
(0千株) (－千株) (0千株) 

 （うち新株予約権） （18千株) (47千株) (26千株) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

―――― ―――― ―――― 



   （重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ──────  連結子会社のタムラ化研㈱は同社米

国子会社タムラ化研（米国）㈱とＯＥ

Ｍ供給先との生産委託契約解消に伴う

費用を全額負担することとなり、平成

18年11月に2億2千9百万円（193万8千

ドル)を支払いました。 

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     7,646 7,974   7,958 

受取手形 ※４   1,272 1,086   1,116 

売掛金     18,167 19,604   17,645 

たな卸資産     4,012 3,592   3,273 

繰延税金資産     214 388   276 

未収入金     844 1,089   1,273 

その他     1,570 1,986   1,475 

貸倒引当金     － △115   － 

流動資産合計     33,728 59.5 35,607 62.4   33,019 61.7

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産           

土地 ※２   4,727 4,724   4,727 

その他 ※１   2,710 2,381   2,417 

有形固定資産計     7,437 13.2 7,106 12.5   7,144 13.3

無形固定資産     578 1.0 527 0.9   554 1.0

投資その他の資産           

投資有価証券     3,391 4,067   4,582 

関係会社株式     9,065 8,018   6,682 

繰延税金資産     1,106 740   754 

その他     1,435 1,006   827 

貸倒引当金     △83 △20   △22 

投資その他の資産
計 

    14,915 26.3 13,812 24.2   12,823 24.0

固定資産合計     22,932 40.5 21,446 37.6   20,522 38.3

資産合計     56,660 100.0 57,053 100.0   53,541 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形     565 848   660 

買掛金     6,959 6,522   7,074 

一年以内償還予定
の社債 

    － 1,500   1,500 

一年以内返済予定
の長期借入金 

※２   5,032 3,532   3,532 

未払法人税等     50 48   56 

役員賞与引当金     － 15   － 

製品補償引当金     － 550   － 

その他 ※３   1,783 1,876   2,593 

流動負債合計     14,391 25.4 14,893 26.1   15,417 28.8

Ⅱ 固定負債           

社債     1,500 －   － 

長期借入金 ※２   3,597 7,064   4,097 

退職給付引当金     301 310   320 

その他     524 529   527 

固定負債合計     5,923 10.5 7,905 13.9   4,946 9.2

負債合計     20,314 35.9 22,798 40.0   20,363 38.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     11,829 20.9 － －   11,829 22.1

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     15,331 －   15,331 

自己株式処分差益     9 －   9 

資本剰余金合計     15,341 27.1 － －   15,341 28.7

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金     1,261 －   1,261 

任意積立金     5,351 －   5,351 

中間未処分利益又
は当期未処理損失
（△） 

    1,670 －   △2,081 

利益剰余金合計     8,283 14.6 － －   4,531 8.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,032 1.8 － －   1,634 3.1

Ⅴ 自己株式     △141 △0.3 － －   △158 △0.3

資本合計     36,345 64.1 － －   33,178 62.0

負債・資本合計     56,660 100.0 － －   53,541 100.0 

                  

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

  1.資本金     － －   11,829 20.7   － － 

  2.資本剰余金                     

(1)資本準備金   －     15,331     －     

(2)その他資本剰 

  余金   －     8     －     

資本剰余金合計     － － 15,340 26.9   － －

  3.利益剰余金                     

(1)利益準備金     －     1,261     －   

(2)その他利益 

  剰余金                     

配当積立金   －     210     －     

別途積立金   －     1,921     －     

繰越利益剰余金   －     2,279     －     

利益剰余金合計     － － 5,672 10.0   － －

  4.自己株式     － －   △167 △0.3   － － 

  株主資本合計     － －   32,674 57.3   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

1.その他有価証券 

 評価差額金     － －   1,395 2.4   － － 

  2.繰延ヘッジ損益     － －   171 0.3   － － 

評価・換算差額等合計     － －   1,567 2.7   － － 

Ⅲ 新株予約権      － －   12 0.0   － － 

純資産合計     － －   34,255 60.0   － － 

負債純資産合計     － －   57,053 100.0   － － 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     29,547 100.0 30,013 100.0   59,077 100.0 

Ⅱ 売上原価     24,324 82.3 24,522 81.7   48,887 82.7

売上総利益     5,223 17.7 5,490 18.3   10,189 17.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,343 14.7 4,207 14.0   8,655 14.7

営業利益     879 3.0 1,283 4.3   1,533 2.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,152 3.9 1,098 3.6   1,421 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   219 0.8 153 0.5   405 0.7

経常利益     1,813 6.1 2,228 7.4   2,549 4.3

Ⅵ 特別利益 ※３   664 2.3 － －   664 1.1

Ⅶ 特別損失 ※４   1,682 5.7 792 2.6   5,757 9.7

税引前中間純利益
又は税引前当期純
損失（△） 

    795 2.7 1,435 4.8   △2,543 △4.3

法人税、住民税及
び事業税 

  100   124 401   

法人税等調整額   218 318 1.1 △53 70 0.2 106 508 0.9

中間純利益又は当
期純損失（△） 

    477 1.6 1,365 4.6   △3,051 △5.2

前期繰越利益     1,193 －   1,193 

中間配当額     － －   224 

中間未処分利益又
は当期未処理損失
（△） 

    1,670 －   △2,081 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

       当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 配当積立

金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
11,829 15,331 9 15,341 1,261 430 4,921 △2,081 4,531 △158 31,544 

中間会計期間中の変動額            

任意積立金の取崩し

（注） 
          △220 △3,000 3,220 －   － 

剰余金の配当（注）               △223 △223   △223 

中間純利益               1,365 1,365   1,365 

自己株式の取得                   △10 △10 

自己株式の処分     △1 △1           1 0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

－ － △1 △1 － △220 △3,000 4,361 1,141 △9 1,130 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
11,829 15,331 8 15,340 1,261 210 1,921 2,279 5,672 △167 32,674 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,634 － 1,634 － 33,178 

中間会計期間中の変動額      

任意積立金の取崩し

（注） 
        － 

剰余金の配当（注）         △223 

中間純利益         1,365 

自己株式の取得         △10 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△239 171 △67 12 △54 

中間会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

△239 171 △67 12 1,076 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1,395 171 1,567 12 34,255 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 １．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

関連会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ取引 

時価法 

(2）デリバティブ取引 

同左 

(2）デリバティブ取引 

同左 

  (3）たな卸資産 

① 商品、製品、材料、仕掛品 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

① 商品、製品、材料、仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

① 商品、製品、材料、仕掛品 

同左 

  ② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物付属

設備は除く）については、定

額法 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率に基づき、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   ───── 

  

  

(2）役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

(会計方針の変更）  

  当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ15百万円減少しておりま

す。 

 ───── 

  

  

  

   ───── 

  

  

(3）製品補償引当金 

  当社の製品において、重要な

品質問題が発生したことに伴

い、今後必要と見込まれる補償

費用の支出に備えるため、その

発生予測に基づいて算定した金

額を計上しております。 

 ───── 

  

  

  

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による按分

額を費用処理しております。 

 (追加情報）  

  当社が加入するタムラ製作所

厚生年金基金は、厚生年金基金

制度から確定給付企業年金制度

へ移行し、基本年金上乗せ部分

を廃止いたしました。これにつ

いて当社は、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別

利益に「退職給付引当金取崩

益」として181百万円計上して

おります。 

(4）退職給付引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ───── 

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年）による

按分額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による按分

額を費用処理しております。 

 (追加情報）  

 当社が加入するタムラ製作所

厚生年金基金は、厚生年金基金

制度から確定給付企業年金制度

へ移行し、基本年金上乗せ部分

を廃止いたしました。これにつ

いて当社は、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別

利益に「退職給付引当金取崩

益」として181百万円計上してお

ります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5）役員退職慰労引当金 

(追加情報）  

  当社は、役員退職慰労金制度

を廃止し、平成17年６月開催の

定時株主総会において役員退職

慰労金の打ち切り支給議案が承

認されました。これにより、当

中間会計期間において「役員退

職慰労引当金」を全額取崩し、

打ち切り支給額の未払い分につ

いては長期未払金として固定負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

 ───── 

  

  

(5）役員退職慰労引当金 

 (追加情報）  

 当社は、役員退職慰労金制度

を廃止し、平成17年６月開催の

定時株主総会において役員退職

慰労金の打ち切り支給議案が承

認されました。これにより、当

事業年度において「役員退職慰

労引当金」を全額取崩し、打ち

切り支給額の未払い分について

は長期未払金として固定負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 また、振当処理の要件を満た

す通貨スワップについては振当

処理を採用し、特例処理の要件

を満たす金利スワップについて

は、特例処理を採用しておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

      同左 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

      同左 

  

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（為替予

約、通貨スワップ取引及び金

利スワップ取引） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

     同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

     同左 

  ・ヘッジ対象 

 外貨建債権債務及び借入金

利息 

・ヘッジ対象 

 外貨建債権債務、外貨建予

定取引及び借入金利息 

 ・ヘッジ対象 

 外貨建債権債務及び借入金

利息 

  (3）ヘッジ方針 

 為替相場変動リスクの回避及

び利息の固定化 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額

とヘッジ対象の変動額の累計額

を比較して判定しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理について 

同左 

消費税等の会計処理について 

同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は255

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純損失が255

百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

───── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は34,070百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

 ───── 

───── 

  

  

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

  当中間会計期間より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 

平成18年５月31日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞれ12

百万円減少しております。 

  

 ───── 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(受取手形の流動化) 

 当中間会計期間より一部の受取手

形を流動化しております。これによ

り流動資産の「受取手形」は2,776百

万円減少しております。  

───── (受取手形の流動化) 

 当事業年度より一部の受取手形を流

動化しております。これにより流動資

産の「受取手形」は3,153百万円減少

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  7,509百万円        7,755百万円          7,782百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

  

   担保付債務は次のとおりであります。 

   土   地 
2百万円 

（帳簿価額） 

一年以内返済予定
の長期借入金 

 32百万円 

長期借入金    97百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

  

   担保付債務は次のとおりであります。 

   土   地 
 2百万円 

（帳簿価額）

一年以内返済予定
の長期借入金 

   32百万円 

長期借入金      64百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

  

   担保付債務は次のとおりであります。 

   土   地 
 2百万円 

（帳簿価額）

一年以内返済予定
の長期借入金 

 32百万円 

長期借入金 97百万円 

※  保証債務 

 関係会社の銀行借入金等に対する保証

額は次のとおりであります。 

※  保証債務 

 関係会社の銀行借入金等に対する保証

額は次のとおりであります。 

※  保証債務 

 関係会社の銀行借入金等に対する保証

額は次のとおりであります。 

  

タムラ電子（マレ
ーシア）㈱ 

     1,204百万円 
(39,620千M＄) 

田村電子（香港）
㈲ 

     2,283百万円 
(20,000千US＄) 

タムラ・ヨーロッ
パ・リミテッド 

   12百万円 
(59千STG£) 

タムラ電子（イン
ドネシア）㈱ 

   102百万円 
(900千US＄) 

㈱韓国タムラ   18百万円 

計      3,620百万円 

  

タムラ電子（マレ
ーシア）㈱ 

738百万円 
(22,770千M＄) 

田村電子（香港）
㈲ 

     1,115百万円 
(7,700千US＄) 

タムラ・ヨーロッ
パ・リミテッド 

     1,053百万円 
(4,678千STG£) 

 タムラ・コーポ
レーション・オ
ブ・アメリカ 

      368百万円 
(3,100千US＄) 

㈱韓国タムラ     18百万円 

計      3,293百万円 

  

タムラ電子（マレ
ーシア）㈱ 

1,275百万円 
(39,480千M＄) 

田村電子（香港）
㈲ 

2,902百万円 
(24,500千US＄) 

  257百万円 

タムラ・ヨーロッ
パ・リミテッド 

280百万円 
(1,339千STG£) 

 タムラ・コーポ
レーション・オ
ブ・アメリカ 

     201百万円 
(1,700千US$) 

㈱韓国タムラ 18百万円 

計  4,935百万円 

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債のその他に含めて表示

しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

      同左 

───── 

───── 

  

※４ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含まれてお

ります。 

───── 

   

受取手形          5百万円

 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当中間会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当中間会計期間末における貸

出コミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりであります。 

※  当社は、流動性資金を確保し、運転資

金の効率的な調達を行うため取引銀行５

行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。当事業年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は

次のとおりであります。 

  

貸出コミット

メントの総額 
     2,500百万円

借入実行残高    －百万円

差引額      2,500百万円

  

貸出コミット

メントの総額 
       2,500百万円

借入実行残高   －百万円

差引額        2,500百万円

  

貸出コミット

メントの総額 
 2,500百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,500百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 重要な営業外収益 ※１ 重要な営業外収益 ※１ 重要な営業外収益 

受取利息   18百万円

受取配当金    918百万円

為替差益    101百万円

受取利息    37百万円

受取配当金       922百万円

為替差益       20百万円

受取利息 41百万円

受取配当金 1,106百万円

※２ 重要な営業外費用 ※２ 重要な営業外費用 ※２ 重要な営業外費用 

支払利息   84百万円

社債利息  7百万円

支払利息     78百万円

社債利息   7百万円

支払利息 136百万円

為替差損 41百万円

社債利息 14百万円

※３ 重要な特別利益 ―――――――――― ※３ 重要な特別利益 

投資有価証券売却益 410百万円

退職給付引当金取崩益 181百万円

固定資産売却益 72百万円

    投資有価証券売却益 410百万円

退職給付引当金取崩益 181百万円

固定資産売却益 72百万円

※４ 重要な特別損失 ※４ 重要な特別損失 ※４ 重要な特別損失 

たな卸資産処分損   65百万円

関係会社株式評価損   164百万円

関係会社債権放棄損   442百万円

関係会社整理損   492百万円

過年度超過勤務手当   229百万円

減損損失(注）    255百万円

たな卸資産処分損     48百万円

関係会社株式評価損      59百万円

固定資産廃売却損       22百万円

製品補償引当金繰入

額 
      550百万円

貸倒引当金繰入額       113百万円

たな卸資産処分損 228百万円

関係会社株式評価損 3,049百万円

関係会社債権放棄損 819百万円

関係会社整理損 492百万円

過年度超過勤務手当 229百万円

減損損失(注） 255百万円

関係会社支援損失   374百万円

固定資産廃売却損 195百万円

（注）減損損失 ――――――――――  （注）減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

  当事業年度において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上しまし

た。 

 場所 用途 種類 

群馬県利根郡   
みなかみ町 

 厚生施設  土地 

山形県酒田市  遊休資産  土地 

 千葉県香取市  遊休資産  土地 

 場所 用途 種類 

群馬県利根郡  
みなかみ町 

 厚生施設  土地 

山形県酒田市  遊休資産  土地 

 千葉県香取市   遊休資産  土地 

 当社は、主として継続的に損益の把握

を実施している区分ごとに、また、遊休

資産につきましては各資産ごとに、資産

のグルーピングを行っております。なお

上記の厚生施設については、使用状況等

を勘案し、遊休資産に準じてグルーピン

グを行なっております。 

 地価の下落により、当該資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（255百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

主に不動産鑑定評価額により評価してお

ります。 

   当社は、主として継続的に損益の把握

を実施している区分ごとに、また、遊休

資産につきましては各資産ごとに、資産

のグルーピングを行っております。なお

上記の厚生施設については、使用状況等

を勘案し、遊休資産に準じてグルーピン

グを行なっております。  

 地価の下落により、当該資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（255百万円）とし

て特別損失に計上しました。 

 なお、当該資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

主に不動産鑑定評価額により評価してお

ります。  

  

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

有形固定資産  240百万円

無形固定資産   58百万円

有形固定資産     211百万円

無形固定資産     64百万円

有形固定資産    505百万円

無形固定資産    122百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

   当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加22千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少3千株は、新株予約権方式によるストックオプションの行使による減少 

 であります。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注）１,２ 423 22 3 442 

合計 423 22 3 442 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
有形固定資産その他
（主に工具・器具・備
品） 

取得価額相当額    1,681百万円

減価償却累計額
相当額 

   394百万円

中間期末残高相
当額 

   1,286百万円

  
有形固定資産その他
（主に工具・器具・備
品及びソフトウェア）

取得価額相当額         1,791百万円

減価償却累計額
相当額 

      734百万円

中間期末残高相
当額 

        1,056百万円

  
有形固定資産その他
（主に工具・器具・備
品及びソフトウェア）

取得価額相当額       1,753百万円

減価償却累計額
相当額 

   560百万円

期末残高相当額         1,193百万円

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内   350百万円

１年超   945百万円

合計    1,296百万円

１年以内      373百万円

１年超      698百万円

合計         1,071百万円

１年以内      366百万円

１年超      839百万円

合計         1,206百万円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息

相当額及び減損損失 

支払リース料   181百万円

減価償却費相当額   173百万円

支払利息相当額  11百万円

支払リース料      198百万円

減価償却費相当額      188百万円

支払利息相当額    11百万円

支払リース料       375百万円

減価償却費相当額       358百万円

支払利息相当額   23百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によって

おります。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

         同左 

（減損損失について）  

 同左  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    486円70銭      458円85銭   444円49銭 

１株当たり中間純利益金額

又は当期純損失金額（△） 
 6円39銭   18円29銭 △40円87銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
 6円39銭 18円28銭 

 潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額について

は、潜在株式は存在するも

のの１株当たり当期純損失

であるため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額 
      

 中間純利益又は当期純損失（△）    477百万円    1,365百万円   △3,051百万円 

 普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円     －百万円 

普通株式に係る中間純利益又は当期

純損失（△） 
   477百万円    1,365百万円     △3,051百万円 

 期中平均株式数       74,653千株         74,638千株         74,658千株 

        

潜在株式調整後１株当たり中間純利益

金額 
      

 中間純利益調整額 －百万円 －百万円 － 

 普通株式増加数 19千株 47千株 － 

 （うち自己株式取得方式のストック  

オプションに係る保有自己株式） 
(0千株) (－千株) － 

 （うち新株予約権） (18千株) (47千株) － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

―――― ――――  新株予約権１種類

（新株予約権の数35

個）。なお、新株予約

権の概要は「第４ 提

出会社の状況、１ 株

式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりでありま

す。 



(2）【その他】 

 平成18年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………223百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………3円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月８日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

    有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第83期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

株 式 会 社 タ ム ラ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムラ

製作所の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タムラ製作所及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 タ ム ラ 製 作 所 

取 締 役 会 御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムラ製作

所の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社タムラ製作所及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 
  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項又は会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期

間から役員賞与に関する会計基準、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及びストック・オプション等に関する会計基

準を適用しているため、これらの会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社のタムラ化研株式会社は、同社の米国子会社における生産委託契約解消に

伴う費用を負担することとしている。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上
  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

監 査 法 人 ナ カ チ 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 算 浩 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 田   卓 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

株 式 会 社 タ ム ラ 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムラ

製作所の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社タムラ製作所の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

株 式 会 社 タ ム ラ 製 作 所 

取 締 役 会 御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タムラ製作

所の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タ

ムラ製作所の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項又は会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から役員

賞与に関する会計基準、貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及びストック・オプション等に関する会計基準を適用して

いるため、これらの会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 孫   延 生 

      

監 査 法 人 ナ カ チ 
  

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安 藤 算 浩 

      

  
代 表 社 員
業務執行社員 

公認会計士 平 田   卓 
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